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令和元年（平成３１年）度事業報告書 

 

 「暴力のない安全で安心な島根」を実現するため、事業を             

  公益事業１  暴力団員による不当な要求行為の被害者等に対する支援事業 

（①暴力相談事業、②救済事業） 

  公益事業２  暴力団排除のための広報啓発活動と地域・職域等における暴力団排除

活動への支援事業 

（③広報啓発事業、④組織活動支援事業、⑤調査研究事業、⑥研修事業） 

  公益事業３  不当要求防止責任者講習事業 

               （⑦委託講習事業） 

の３事業・７項目とし、島根県警察、島根県弁護士会及び各自治体や地域・職域の各暴

排関係機関・団体等と連携して推進した。 

 

１  暴力団員による不当な要求行為の被害者等に対する支援事業 

   （定款第４条第１項の第３号・第６号・第９号） 
 

実 施 事 項       実    施    概    要 

 
①暴力相談事業 

 
◎  暴力相談受理体制・システムの確立 

県内の暴力追放相談委員である弁護士３名、保護司２名、少年指導委

員２名、元警察官２名（計９名）については、２年の任期で平成３０年

に１名が交替したほか８名を再委嘱し、相談受理時等の連携を強化する

とともに、暴力団照会にあたっては「照会担当者名簿」、「誓約書」等

を徴収するなど、セキュリティ対策を徹底することにより、暴力相談の

的確な受理・処理・照会対応などの仕組みを構築し、暴力団等反社会的

勢力の排除に向けた対策を推進した。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
◎  暴力相談受理・処理状況 

暴力追放相談委員による企業・行政・県民からの暴力相談受理、松江

市役所（消費・生活相談室）における「暴力団相談の日」（毎月第２金

曜日）の開設、また不当要求防止責任者講習・講演会場等における暴力

相談の受理等あらゆる機会を活用して暴力相談を受理し、的確な助言・

対応を図り、警察・弁護士等への引継などを行った。 
  ○  暴力相談件数（平成３１年・令和元年中） 
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        受理・対応・処理件数           １，４４３件 

      （属性照会１，４３４件、９９．４％） 

  ○  暴力相談案件の主な内容 

        行政に対する申立てを取り上げないとする苦情 

        元暴力団員の離脱雇用に関する相談           
        暴力団関係者からの営業妨害等 

    工事に関する不当要求 等    ９件 

                               （うち警察引継５件） 
 

 
②救済事業 

 

 
◎  被害者保護活動 

  ○  監視カメラ・録画装置等を整備（３機）し、１機継続活用中。 

  ○  ＩＣレコーダー等を整備（３機）しており活用を図った。 

◎  被害者見舞金の給付 
  該当なし（集団暴行事件等の被害者につき給付検討し不相当） 

◎ 使用差止請求関係業務 

「暴力団事務所の使用差止請求関係業務」について、平成２６年７月

３日国家公安委員会から「適格都道府県センター」として認定を受けて

いるが、令和元年度中は民事介入暴力対策研究会等において、制度の具

体的対応要領の研修や機関紙等を活用した広報を中心に推進した。 
 

 

２  暴力団排除のための広報啓発活動と地域・職域等における暴力団排除活動への支援 

  （定款第４条第１項の第１号・第２号・第４号・第５号・第８号） 
 

実 施 事 項       実    施    概    要 

 
③広報啓発事業 

 
◎  暴力追放・銃器根絶島根県民大会の開催 

    令和元年度は、広報用チラシを１，５００部作成頒布し、大会への参

加を募った。 

    開催日時  令和元年１０月３０日（水） 

    開催場所  松江市  島根県民会館（中ホール） 

    主  催  （公財）島根県暴力追放県民センター 

              島根県銃器対策推進本部 

              島根県警察本部 

    後  援  島根県・松江市・島根県市長会・島根県町村会 

    大会名    「第２８回暴力追放・銃器根絶島根県民大会」 

    参加者    自治体・企業・団体の代表者・一般参加者等 

              約４００名 
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    大会概要  ○  表彰 

                ・  暴力団追放活動功労（１団体） 

                ・  暴力団追放支援功労（６事業所） 

              ○  大会宣言 
         島根県損保警察防犯連絡協議会会長 津村隆二氏 

              ○  特別講演 

          東京弁護士会弁護士 
日本弁護士連合会民事介入暴力対策委員会元委員長 

          篠崎・進士法律事務所所長 篠 崎 芳 明 氏 

                   演題「反社会的勢力と特殊詐欺の実態」 

       ○ 暴排コント 

         松江若武者隊（「特殊詐欺撃退」のポスター活用） 

              ○  ミニコンサート    

         島根県警察音楽隊演奏 
 
◎  普及宣伝活動 

  ○  広報啓発資料の作成配付 

     暴力団等反社会的勢力排除活動の啓発とあわせて、暴力追放県民セ

ンターの更なる知悉度の向上を図るため、暴排資料等を作成し、効果

的に活用した。 

     ・  機関紙「暴追しまねvol．５５」         ３，０００部 

     ・  機関紙「暴追しまねvol．５６」         ３，０００部 

     ・  冊子「暴力団情勢と対策」             １，６００部 

    ・  冊子「行政・企業対象暴力の現状と対策」１，８００部 

     ・  暴力団追放ポスター               １，０００枚 
・  暴力団相談チラシ           １，０００枚 

・  県民大会チラシ            １，５００枚  

   ・ 暴力団排除宣言ステッカー             ２，０００枚 

   ・ 選任事業所ステッカー                 １，０００枚 
・  県民大会プログラム            ６００枚 

   ・ 広報啓発クリアバッグ                   ６００枚 

                                 等。 

○ 郵便局利用者への広報用封筒を活用した広報 

不特定の住民等への暴力団排除広報を拡大するため、郵便事業関連企

業が提供している広報用封筒を活用し、暴力相談・委託講習事業等を掲

載し、県内４箇所の郵便局（松江城西郵便局、松江古志原郵便局、出雲

津郵便局、平田郵便局）の受付窓口に合計４，０００枚を配架活用した 
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◎  表彰事業 

  ○  警察庁長官・全国暴力追放運動推進センター会長連名表彰 

      該当なし 

  ○  中国管区警察局長・中国管区内暴力追放運動推進センター連絡協議

会会長連名表彰 

     ・ 島根県弁護士会民事介入暴力対策委員会委員 

          弁護士       和久本   光 

     ・ 安来建設業暴力追放対策協議会 

 ○ 「第２８回暴力追放・銃器根絶島根県民大会」における会長（島根県

知事）表彰 

   ・ 暴力団追放活動功労表彰状（１団体） 

    ・ 暴力団追放支援功労感謝状（６団体） 

  

 

④ 組 織 活 動 支

援事業 

 

 

 

 

 

 
◎ 暴力団排除（追放）協議会の発展 

既存の組織の見直しなどにより、行政・関係機関・団体等と連携のう

え、平成２９年に設立された２協議会の活動として 

○ 島根原子力発電所交通・防犯・暴力追放対策連絡協議会 

              〔平成２９年４月２５日設立〕 
 ～平成３０年以降、年４回の暴力団排除等に関する講演 

○ 松江市暴力団排除対策協議会 

              〔平成２９年１０月２６日設立〕 

  ～平成元年１１月１２日担当者会議の開催 

などを行い、原子力発電所とその関係企業及び松江市の繁華街等にかか

る業界等における暴排機運を高めるとともに、暴力団照会等による暴力

団排除方策を推進した。 

◎  県内各自治体、各企業・事業所、暴力団排除団体等の行う暴力団等反

社会的勢力からの不当な要求等に対する的確な対応への支援と、県警察

との連携の下に暴力団排除活動を支援した。 

   ○  企業等の活動支援 

    ・  企業防衛連絡協議会、損害保険警察連絡協議会、生命保険防犯協

力会、証券等暴力排除団体等９協議会・団体への会合出席及び暴力

団排除資料の提供等 

    ・ 「暴力排除・不当要求対応ＤＶＤ」の貸出し（１６回） 

    ・  暴力団排除資料の提供 

    ・  暴力団追放ポスター、暴力排除ステッカー等の配付 

    ・  暴力相談、暴力団等反社会的勢力に関する情報連絡 
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◎  暴力団離脱支援                      

 ○  島根県暴力団社会復帰対策協議会総会の開催 

「社会対暴力団」のスローガンのもと全国的な暴力団排除の高まりか

ら暴力団員の離脱が促進される中、平成３１年３月には島根県暴力団社

会復帰対策協議会（１０機関）では、離脱を希望する暴力団員の雇用先

の受入が可能な「広域連携協定」に加盟し、さらなる雇用先の確保と、

関係機関それぞれの役割を明確にするとともに、２月６日の総会では、

新たに顧問の設置など会則の改正を行い、「島根県弁護士会民事介入暴

力対策委員会委員長（弁護士）」を充てることとし、社会復帰手続・訟

務対応などについての指導・協議等連携を図ることとした。また、法務

省・厚生労働省が連携して対応しつつある自治体毎の「再犯防止計画」

も視野に入れながら、専門的なネットワークを機能強化（ワーキンググ

ループ）した。登録事業者は一昨年１件追加し、さらに広域連携等の理

解にあわせ各種業界に対し受入企業の申し入れ等働きかけを強化した 
 

⑤研修事業 

 

◎  島根県少年指導委員研修会 

令和元年５月２７日に開催された島根県少年指導委員研修会において

警察本部組織犯罪対策課と連携し暴力団情勢と少年対策等の研修を行い 
  ・ 少年指導委員連絡協議会等に対する暴力排除資料の提供 

・ 少年に絡む暴力団情報の提供    
等により相互の連携強化について理解を深めた。 
 

  
◎  島根県民事介入暴力対策研究会の開催 

警察本部、島根県弁護士会民事介入暴力対策委員会、暴追センターの

３者で構成する「島根県民事介入暴力対策研究会」を２回開催し、暴力

団事務所撤去訴訟など「適格都道府県センター」としての代理訴訟等へ

の対応や、暴力団組長の責任追及訴訟などへの対応についての他県等の

具体的事例を通して検討するとともに、平素の暴力団追放活動、暴力団

被害者の支援・救済方策等について協議し相互連携による対応能力の向

上を図った。 
 

 

 

 

 

 

 

 

◎  全国、中国管区内研修会等への参加 

  ・  暴追センター専務理事・事務局長研修会 

  ・  全国暴力追放相談委員・責任者講習担当者研修会 

  ・  中国管区内暴力追放運動推進センター連絡協議会定例会 

  ・  全国暴力追放運動中央大会 

  等への参加により、全国の暴力団情勢や暴力団等反社会的勢力の資金源

活動の現状・不当要求に対する対応要領等について習得し対応能力を高
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めるとともに、各県センターとの連携を強化した。 
 

       

  

 
◎  研修（講演）の実施 

    県内企業等の要請により、暴力団情勢や不当要求に対する対応要領等

に関する研修（講演）を２１回（対象人員 ７９０名）実施し、職域にお

ける暴力団排除対策の徹底を図った。 
 

 
⑥調査研究事業 

 

 

 

 

 

 

 
◎  暴力団等反社会的勢力の動向調査と分析 

    関係機関、全国センター、各都道府県センター等との連携を強化して

最新の暴力団等反社会的勢力の動向・情勢を把握し、各種暴力団対策に

効果的に活用したほか、不当要求防止責任者講習で得たアンケート結果

について検証し、講習のあり方、暴力団対策の問題点等の把握に努める

とともに、暴力団情報の情報提供の新暴力団検索システムの端末への対

応、関係規程の整備を進め、効果的運用に努めた。 
 

 

 

３  不当要求防止責任者講習事業 

   （定款第４条第１項第７号） 
 

実 施 事 項       実    施    概    要 

 
⑦委託講習事業 

 
◎  不当要求防止責任者講習会の開催 

     【島根県公安委員会委託事業】 

  ○  行政機関の職員 

島根県職員、国交省職員、松江市・安来市・雲南市・出雲市・大田

市・江津市・浜田市・益田市・川本町・邑南町・津和野町・吉賀町・

隠岐の島町等の各職員など 

                        開催数     ２０回 

                        受講者   ４１２人 

  ○  企業・事業所等 

      建設・金融・郵便・運輸・宅建・飲食・石油販売・生保・損保等 

                            開催数    ２２回 

                            受講者      ５２４人 

                          開催数合計    ４２回 

                            受講者    ９３６人 
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                            聴講者     １９５人 

                            総 数  １，１３１人 
 

  
◎  講習内容の充実 

  ○  平成３１年４月２６日に開催された全国講習担当者研修会への参加 

 ○ 担当者参加型の不当要求対応のロールプレーイング 

  ○  講習資機材の充実 

      ・  暴排ＤＶＤ等の購入整備 

  ○  不当要求防止責任者選任事業所の拡大 
 

  
◎  講習を利用した活動 

  ○  暴力相談の受理 

 ○ 暴力団被害等に関するアンケート調査 

  ○  暴力団等反社会的勢力の情報収集 

  ○  暴追センター賛助会員募集活動 
 

 

 


